
関西福祉大学 学則

第１章　総　　　　　則

　第１節　　目　　　的

（目　　的）

第１条　関西福祉大学（以下｢本学｣という。）は、金光教の教義に基づく建学の精神に則り、豊かな人間性と深

い専門性を備えた社会に貢献しうる有能な人材を養成し、保健・医療・福祉・教育に関する理論的、実践的研

究を進め、学術、文化の進展に寄与することを目的とする。

（自己点検・評価等）

第２条　本学は、教育研究水準の向上や活性化に努めるとともに、その社会的責任を果していくため、自己点

検・評価を行うものとする。

２　自己点検・評価等に関する必要な事項は、別に定める。

　第２節　　組　　　織

（学部及び学科）

第３条　本学に次の学部及び学科を置く。

　　　　　社会福祉学部

　　　　　　社会福祉学科

　　　　　看護学部

　　　　　　看護学科

　　　　　教育学部

　　　　　　児童教育学科

　　　　　　保健教育学科

２　各学部・学科の入学定員、編入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。

学部 学科 入学定員 編入学定員（3年次） 収容定員

社会福祉学部 社会福祉学科 110名 － 440名

看護学部 看護学科 90名 － 360名

教育学部
児童教育学科 80名 － 320名

保健教育学科 85名 － 340名

３　学部等の教育研究上の目的を次のとおり定める。

社会

福祉

学部

人間の尊厳を大切にする『福祉の心』を基盤とする豊かな教養と、社会福祉の価値・知識・技術を身

につけ、広い視野から福祉社会の発展に大きく貢献できる人材を育成する。

看護

学部

生命の尊厳と人権を尊重し擁護する倫理観を培うとともに、その人がその人らしく生きられるような

ヒューマンケアを提供し、保健・医療・福祉を総合的に捉え、社会の多様なニーズに対応し、地域社

会および国際社会に貢献しうる質の高い実践能力のある看護専門職者を育成する。

教育

学部

教育についての学識を深め、多様化・複雑化する社会のニーズに対応できる専門的見識と柔軟な実践

力を融合的に持ち、子どもたちへの深い愛情と教育・保育への情熱を有する人材の育成を目指す。

（1）児童教育学科

児童教育（保育、初等教育）に関する高度な専門性に加え、人が社会の中で他者の影響を受けながら

自己形成していくことや、発達の段階に応じた学校・家庭・地域社会の望ましい在り方や連携につい

て理解し、課題解決のために行動できる確かな実践力を持った教員・保育者を育成する。

（2）保健教育学科

保健教育（保健学習・保健指導）に関する高度な専門性に加え、人々の健康保持・増進を図ることが

できる能力や救急看護等の看護学的知識を有し、課題解決のために行動できる実践力のある学校教員

や指導者を育成する。

4　学部等の教育方針（アドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）につい

ては、別に定める。



　（附属図書館）

第４条　本学に附属図書館を置く。

２　附属図書館の組織と運営に関する必要な事項は、別に定める。

（附属地域センター）

第５条　本学に附属地域センターを置く。

２　附属地域センターの組織と運営に関する必要な事項は、別に定める。

（事 務 局）

第６条　本学に事務局を置く。

２　事務局の組織と運営に関する必要な事項は、別に定める。

　第３節　　職　員　組　織

（職員組織）

第７条　本学に、学長、学部長、研究科長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員その他必要な教職員を

置く。

２　本学に副学長、副学部長、副研究科長、学科長、副学科長を置くことができる。

（学長）

第７条の２　学長は、別に定める寄附行為施行細則第２条により理事会において選任し、理事長が任命する。

２　学長は、本学を代表し、校務をつかさどり、所属職員を統督する。

（副学長）

第７条の３　副学長は、別に定める寄附行為施行細則第２条により、理事会において選任し、理事長が任命す

る。

２　副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどる。

（研究科長及び副研究科長）

第７条の４　研究科長及び副研究科長については、別に定める関西福祉大学大学院学則によるものとする。

２　削除

（学部長）

第７条の５　学部長は、教授のうちから、学長の推薦に基づき、寄附行為施行細則第２条により、理事会におい

て選任し、理事長が任命する。

２　学部長は、学部に関する校務をつかさどる。

（副学部長）

第７条の６　学部に副学部長を置くことができる。

２　副学部長は、教授及び准教授のうちから、学長の推薦に基づき、理事長が任命する。

３　副学部長は、学部長を補佐する。

（学科長）

第７条の６の２　学部に配置する学科に学科長を置くことができる。

２　学科長は、教授及び准教授のうちから、学長の推薦に基づき、理事長が任命する。

３　学科長は、学科に関する校務をつかさどる。

（副学科長）

第７条の６の３　学部に配置する学科に副学科長を置くことができる。

２　副学科長は、教授及び准教授のうちから、学長の推薦に基づき、理事長が任命する。

３　副学科長は、学科長を補佐する。

（教員の職務）

第７条の７　教授は、専攻分野について教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者

であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

２　准教授は、専攻分野について教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力及び実績を有する者であって、

学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

３　専任講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

４　助教は、専攻分野について教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有する者であって、学生を教授し、

その研究を指導し、又は研究に従事する。

５　助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事する。



（主任教授）

第７条の８　学部に主任教授を置くことができる。

２　主任教授は、教授のうちから、学長の推薦により理事長が任命する。

３　主任教授は、学長の命により所管業務を掌理する。

（附属図書館長）

第７条の９　附属図書館に図書館長を置く。

２　図書館長は、教授のうちから、学長の推薦により理事長が任命する。

３　図書館長は、所管業務を掌理する。

（附属地域センター長）

第７条の10　附属地域センターに地域センター長を置く。

２　地域センター長は、教授のうちから、学長の推薦により理事長が任命する。

３　地域センター長は、所管業務を掌理する。

（事務局長）

第７条の11　事務局長は、事務局の事務を統括管理する。

２　事務局長の任期は２年とし、再任できることとする。

（事務局次長）

第７条の12　事務局に事務局次長を置くことができる。

２　事務局次長は、事務局長を補佐する。

３　事務局次長の任期は２年とし、再任できることとする。

（教 授 会）

第８条　本学に教授会を置く。

　１の２　教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。

(1)　学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項

(2)　学位の授与に関する事項

(3)　前各号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものと

して学長が定めるもの

  １の３　前項に定めるもののほか、教育研究に関する事項について審議し、及び学長の求めに応じ、意見を述

べることができる。

２　教授会に関する規則は、別に定める。

　第４節　　学年、学期、休業日

（学　　年）

第９条　学年は4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。

（学　　期）

第10条　学年を分けて、次の2学期とする。

　　　  前　　期  4月1日から9月30日まで

　　　  後　　期 10月1日から翌年3月31日まで

（休 業 日）

第11条　休業日は、次のとおりとする。

(1)　日曜日

(2)　国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日

(3)　創立記念日 5月17日

(4)　春期・夏期・冬期休業日　別に定める学年暦による。

２　必要がある場合は、学長は前項の休業日を臨時に変更することができる。

３　第1項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。

第２章　通　　　　　　則

　第１節　　修業年限及び在学年数

（修業年限）

第12条　本学の修業年限は、4年とする。

（在学年数）



第13条　在学年数は、8年を超えることはできない。ただし、第19条第1項の規定により入学した学生は、同条第

5項により定められた修業すべき年数の2倍に相当する年数を超えて在学することはできない。

　第２節　　入　　　学

（入学時期）

第14条　入学の時期は、学年の始めとする。ただし、再入学及び編入学については、学期の始めとすることがで

きる。

（入学資格）

第15条　本学に入学することができる者は、学校教育法その他の関係法令等の定めた入学資格に該当する者とす

る。

２　前項に定めるもののほか、入学資格に関し必要な事項は、別に定める。

（入学の出願）

第16条　本学に入学を志願する者は、所定の期日までに、所定の入学願書に入学検定料及び別に定める書類を添

えて提出しなければならない。

（入学の選考）

第17条　前条の入学志願者に対しては、別に定めるところにより、選考を行う。

（入学手続き及び入学許可）

第18条　前条の選考の結果、合格の通知を受けた者は、所定の期日までに必要書類の提出及び入学金を納付する

等の入学手続を行わなければならない。

２　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

３　削除

（編入学・再入学）

第19条　学長は、本学への編入学又は再入学を志願する者があるときは、編入学にあっては、学則第3条第2項の

規定に基づき、また、再入学にあっては欠員のある場合に限り、選考の上、相当年次に入学を許可することが

できる。

２　編入学の入学資格に関し必要な事項は、別に定める。

３　削除

４　本学に再入学することができる者は、本学を退学した者で再び入学を志願する者とする。

５　第１項の規定により入学を許可された者についての規程は、別に定める。

　第３節　　教育課程及び履修方法

（授業科目）

第20条　各授業科目の科目区分別は、次のとおりとする。

学部　学科 科目区分

社会福祉学部 教養科目、専門科目、資格科目

看護学部 一般教養、看護実践の基盤、看護の発展、自由科目、教職科目

教育学部　児童教育学科 教養科目、専門基礎科目、専門科目、実習演習科目

教育学部　保健教育学科 教養科目、専門基礎科目、専門科目、演習科目、自由科目

２　授業科目を前項の科目区分別に各学部において適切に分類して配置する。科目の分類、配置及び科目区分ご

との単位数については、各学部履修規定に定める。

　

（必修科目、選択科目、自由科目）

第21条　授業科目を卒業要件上、次のとおり分ける。

(1)　必修科目…必ず履修しなければならない科目

(2)　選択科目…指定された科目の中から、所定の科目数又は単位数により選択し、履修しなければならない

科目

(3)　自由科目…その単位を修得しても卒業に必要な単位数には算入されない科目

（単位の計算方法）

第22条　各授業科目の単位の計算方法は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する

ことを標準とし、授業の方法に応じ次の基準によるものとする。



(1)　講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもって1単位とす

る。

(2)　実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもって1単位

とする。

（1年間の授業期間）

第23条　1年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたることを原則とする。

２　各授業科目の授業は、15週にわたる期間を単位として行うことを原則とする。ただし、教育上、特に必要が

あると認めるときは、これより短い指定の期間において授業を行う。

（単位の認定）

第24条　学長は、授業科目を履修し、試験その他の本学が定める適切な方法により学修の成果を評価して合格し

た者には、所定の単位を与える。

（履修登録）

第25条　学生は履修しようとする授業科目について学期始めの指定期日までに履修登録届を教務課に提出しなけ

ればならない。

２　履修登録を行わなかった授業科目について、単位認定の対象としない。

３　その他履修方法等に関する必要な事項は、別に定める。

（試　　験）

第26条　本学で行う試験は次のとおりとする。

(1)　定期試験

(2)　追試験

(3)　再試験

（定期試験）

第27条　定期試験は、学期末にその履修した授業科目について筆記、口述、論文等の方法で行う。

２　前項の試験は、その授業のある学期中に随時行う考査等をもって代えることができる。

３　その他定期試験及び追試験、再試験について必要な事項は、別に定める。

（受験資格の失格）

第28条　次の各号の一に該当する場合は、その授業科目について試験を受けることができない。

(1)　試験を受けようとする授業科目をその学期において履修登録していないとき、その授業科目

(2)　定められた期日までに授業料の学納金を完納していないとき、全授業科目

２　試験を受けようとする授業科目の出席回数・時間数等の基準を満たしていない場合は、その授業科目につい

て、試験を受けられないことがある。その基準は、別に定める。

（再 履 修）

第29条　学生は、不合格となった授業科目の単位を修得するために、その科目を翌年度以降に再履修することが

できる。

（他の大学又は短期大学における履修）

第30条　学長は、教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学（以下｢大学等｣という。）において履修し

た授業科目について修得した単位を、60単位を超えない範囲で、本学における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。

２　前項の規定は、外国の大学等に留学する場合にも準用する。

（大学以外の教育施設等における学修）

第31条　学長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その

他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。

２　前項により与えることができる単位数は、前条により本学において修得したものとみなす単位数とあわせて

60単位を超えないものとする。

（入学前の既修得単位等の認定）

第32条　学長は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学等（外国の大学等も含む。）にお

いて修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における授業科

目の履修により修得したものとみなすことができる。

２　前項の規定は、前条第１項に規定する場合にも準用する。



３　前項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位は、編入学・再入学の場合を除き、本学に

おいて修得した単位以外のものについては、合わせて60単位を超えないものとする。

　 (遠隔授業)

第32条の２　学長は、多様なメディアを高度に利用して行う授業を、教室等以外の場所で履修させることができ

る。

２　前項により修得することができる単位数は、６０単位を超えないものとする。

（成績の評価･報告）

第33条　成績の評価は、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｘとし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とする。

２　成績の評価は100点満点とし、次の基準によるものとする。

(1)　Ｓ　100点～90点　

　(2)　Ａ　89点 ～80点

(2)　Ｂ　79点 ～ 70点

(3)　Ｃ　69点 ～ 60点

(4)　Ｄ　60点未満

　(6)　Ｘ　評価無し

３　成績の報告については、各期ごとに通知する。

　第４節　休学、復学、転学、転学部、転学科、留学、退学、除籍及び復籍

（休　　学）

第34条　疾病その他の理由により、引き続き3ヶ月以上修学することができない者は、休学願に医師の診断書、

又は理由を証明する書類を添え、学長に願い出て許可を受けなければならない。

２　疾病のため修学することが適当でないと認められる者に対しては、学長が休学を命ずることがある。

（休学期間・復学）

第35条　休学期間は引き続き1年を超えることができない。ただし、特別の事情がある者は、更に1年以内に限

り、学長が休学期間の延長を許可することができる。

２　休学期間は、通算して4年を超えることができない。

３　休学期間は、第13条の在学年数に算入しない。

４　休学期間中にその理由がなくなった場合は、復学の許可を願い出ることができる。

５　復学の時期は、学期の始めとする。

（転学・転学部・転学科）

第36条　他の大学への転学を志願しようとする者は、学長に願い出て許可を受けなければならない。

２　転学部又は転学科を志願しようとする者は、学長に願い出て許可を受けなければならない。必要な事項は別

に定める。

（留　　学）

第37条　外国の大学に留学を志願する者は、学長に願い出て許可を受けなければならない。

２　前項の許可を得て留学した期間は、第13条に定める在学年数に含める。

（退　　学）

第38条　退学しようとする者は、学長に願い出て許可を受けなければならない。

（除　　籍）

第39条　次の各号の一に該当する者は、学長が除籍することができる。

(1)　第13条に定める年数を在学してもなお卒業できない者

(2)　第35条第2項に定める休学期間を超えてもなお復学できない者

(3)　死亡した者または長期にわたり行方不明の者

(4)　授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者

(5)　その他上記に準ずる者

２　前項第4号により、除籍された者が復籍を願い出る場合は、学長に願い出て許可を受けなければならない。

　第５節　　卒業、資格等

（卒 業 等）

第40条　本学を卒業するためには、4年以上在学し、次の各号の単位と要件を満たさなければならない。

(1)　社会福祉学部社会福祉学科



　　資格科目を除き、１２４単位を修得し、社会福祉学部履修規程に定める所定の要件。

(2)　看護学部看護学科

　　教職科目、自由科目を除き、１２５単位を修得し、看護学部履修規程に定める所定の要件。

(3)　教育学部児童教育学科

　　１２４単位を修得し、教育学部履修規程に定める所定の要件。

　(4)　教育学部保健教育学科

　　　　 自由科目を除き、124単位を修得し、教育学部履修規程に定める所定の要件。

（学　　位）

第41条　学長は、本学を卒業した者に、次の学位を授与する。

(1)　社会福祉学部　　学士（社会福祉学）

(2)　看護学部　　　　学士（看護学）

(3)　教育学部　　　　学士（教育学）

（社会福祉学部における資格）

第42条　社会福祉学部で取得できる資格等は、社会福祉士国家試験受験資格及び精神保健福祉士国家試験受験資

格とし、取得に当たっては、次の各項に定める所定の要件を満たさなければならない。

２　社会福祉士の受験資格（社会福祉士及び介護福祉士法第７条第１号）の取得は、第４０条に規定する卒業の

要件を充足し、社会福祉学部履修規程に掲げる厚生労働大臣の定めた社会福祉に関する指定科目の単位を修得

しなければならない。

３　精神保健福祉士の受験資格（精神保健福祉士法第７条第１号）の取得は、第４０条に規定する卒業の要件を

充足し、社会福祉学部履修規程に掲げる厚生労働大臣の定めた精神障害者の保健及び福祉に関する指定科目の

単位を修得しなければならない。資格科目の受講料等は、表Ⅲに定める。

４　（削除）

５　（削除）

（看護学部における資格）

第43条　看護学部で取得できる資格等は看護師国家試験受験資格、保健師国家試験受験資格、助産師国家試験受

験資格、養護教諭一種免許状とし、第２項から第４項に定める所定の要件を満たさなければならない。

２　看護師国家試験の受験資格の取得は、卒業の要件を充足し、保健師助産師看護師学校養成所指定規則第4条

第1項第3号の教育の内容に相当するものとして本学が定める授業科目を履修し、その単位を修得しなければな

らない。

３　保健師国家試験の受験資格の取得は、卒業の要件を充足し、保健師助産師看護師学校養成所指定規則第2条

第3号の教育の内容に相当するものとして本学が定める授業科目を履修し、その単位を修得しなければならな

い。

３の２　助産師国家試験の受験資格の取得は、卒業の要件を充足し、保健師助産師看護師学校養成所指定規則第

３条第３号の教育の内容に相当するものとして本学が定める授業科目を履修し、その単位を修得しなければな

らない。

４　養護教諭一種免許状の取得は、卒業の要件を充足し、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則に定める

所要の単位を修得しなければならない。養護教諭一種免許状の取得に必要な科目の一部は教職科目として開設

し、卒業要件には含まないものとする。また教職科目の受講料等は、表Ⅲに定める。

（教育学部における資格）

第43条の２　教育学部児童教育学科で取得できる資格等は、小学校教諭一種免許状、幼稚園教諭一種免許状、保

育士資格とし、第２項から第３項に定める所定の要件を満たさなければならない。

２　小学校教諭一種免許状、幼稚園教諭一種免許状の取得は、卒業の要件を充足し、教育職員免許法及び同施行

規則に定める所要の単位を修得しなければならない。

３　保育士資格の取得は卒業要件を充足し、児童福祉法施行規則第６条に定める所要の単位を修得しなければな

らない。

第43条の３　教育学部保健教育学科で取得できる資格等は、中学校教諭一種免許状（保健体育）、高等学校教諭

一種免許状（保健体育）、養護教諭一種免許状とし、第２項に定める所定の要件を満たさなければならない。

２　中学校教諭一種免許状（保健体育）、高等学校教諭一種免許状（保健体育）、養護教諭一種免許状の取得

は、卒業の要件を充足し、教育職員免許法及び同施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。



　第６節　　賞　　　罰

（表　　彰）

第44条　学生として表彰に値する行為があった者に対しては、学長が表彰することができる

（懲　　戒）

第45条　本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、学長が懲戒する。

２　前項の懲戒は、退学、停学及び訓告とする。

３　前項の停学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。

(1)　学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者

(2)　本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者

(3)　性行不良で改善の見込みがないと認められる者

４　懲戒処分を受けた者で、謹慎、悔悟の実が認められた場合は、学長がその処分を軽減又は免除することがで

きる。

　第７節　　研究生・科目等履修生・聴講生及び外国人特別学生

（研 究 生）

第46条　学長は、本学において、特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは、教育に支障

のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することがある。

２　研究生に関する必要な事項は、別に定める。

（科目等履修生）

第47条　学長は、本学において特定の授業科目を履修することを志願する者があるときは、教育に支障のない場

合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可することがある。

２　科目等履修生に関する必要な事項は、別に定める。

（聴 講 生）

第48条　学長は、本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、教育に支障のない場

合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することがある。

２　聴講生に関する必要な事項は、別に定める。

（外国人特別学生）

第49条　学長は、外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者があると

きは、選考の上、外国人特別学生として入学を許可することがある。

２　外国人特別学生に関する必要な事項は、別に定める。

　第８節　　入学検定料、入学金及び学費

（入学検定料、入学金及び学費）

第50条　入学検定料、入学金及び学費の額は、表Ⅰに定める。

２　学費とは、授業料、教育充実費をいう。

３　前項に定めるもの以外に、その他納入金を徴収することがある。

（入学検定料）

第51条　本学に入学を志願する者は、入学検定料を所定の期日までに納入しなければならない。

（入 学 金）

第52条　本学に入学する者は、入学金を所定の期日までに納入しなければならない。

（学費の納期）

第53条　学費は年額又はその2分の1ずつを、所定の期日までに納入しなければならない。

（再入学・復学及び除籍の場合の学費）

第54条　本学に再入学する者は、再入学料及び当該許可年度の学費を納入しなければならない。

２　復学する者は、復学する期の学費を納入しなければならない。

３　復籍する者は、復籍料及び当該年次の学費を復籍の許可時に納入しなければならない。

（学年の中途で卒業する場合の学費）

第55条　学年の中途で卒業する見込みの者は、卒業する見込みの期までの学費を納入しなければならない。

（退学及び停学の場合の学費）

第56条　前期又は後期の中途で退学し、第39条第1項第3号以外の事由により除籍された者の当該期の学費は徴収

する。



２　停学期間中の学費は徴収する。

（休学、留学の場合の学費）

第57条　休学、留学期間中の学費は減額することができる。

２　学費の減免に関する必要な事項は、別に定める。

（研究生・科目等履修生・聴講生及び外国人特別学生の学費等）

第58条　研究生・科目等履修生・聴講生の入学金、検定料、学費の額は、表Ⅱに定める。なお、外国人特別学生

の学費の額は、表Ⅰに準じる。ただし、学長が認めた場合は、科目等履修生・聴講生の学費を減額することが

できる。

（学費の免除及び徴収猶予）

第59条　特別の理由があると認められる者については、学費の全部もしくは一部を免除し、又は徴収を猶予する

ことができる。

２　学費の免除及び徴収の猶予に関する必要な事項は、別に定める。

（納入した学費等）

第60条　納入した学費等は、還付しない。

　第９節　　学生規程

（学生規程）

第61条　本学の学生が守らなければならない規程は、別に定める。

　第10節　　公開講座

（公開講座）

第62条　本学において必要があると認めるときは、公開講座を設ける。

　第11節　　学則改定

（事務所掌）

第62条の２　（削除）

（改　　廃）

第63条　学則の改廃は、理事会が行う。

附　　　則

　この学則は、平成 9年4月1日から施行する。

附　　　則

　この学則は、平成 9年6月9日から施行する。

附　　　則

　この学則は、平成10年4月1日から施行する。

附　　　則

　この学則は、平成11年4月1日から施行する。

附　　　則

　この学則は、平成13年4月1日から施行する。

附　　　則

　この学則は、平成14年4月1日から施行する。但し、平成12年度入学以前の学生は従前の例により、変更する場

合は別に定める。

附　　　則

　この学則は、平成16年4月1日から施行する。但し、平成15年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則



　この学則は、平成17年4月1日から施行する。但し、平成16年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成18年4月1日から施行する。但し、平成17年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成19年4月1日から施行する。但し、平成18年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成20年4月1日から施行する。但し、平成19年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成21年4月1日から施行する。但し、平成20年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成22年4月1日から施行する。但し、平成21年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成23年4月1日から施行する。但し、平成22年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成24年4月1日から施行する。但し、平成23年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成26年5月1日から施行する。但し、平成25年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

附　　　則

　この学則は、平成27年4月1日から施行する。但し、平成26年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成27年10月1日から施行する。但し、平成27年度以前に入学した学生については従前の例によ

る。

附　　　則

　この学則は、平成28年4月1日から施行する。但し、平成27年度以前に入学した学生については、従前の例によ

る。

附　　　則

この学則は、平成29年4月1日から施行する。但し、平成28年度以前に入学した学生については従前の例による。



附　　　則

この学則は、平成30年4月1日から施行する。但し、第33条の規定は、平成30年度入学生から適用し、平成29年度

以前に入学した学生については、なお従前の例による。

　

　　　　 附　　　則

この学則は、平成31(2019)年4月1日から施行する。但し、平成30(2018)年度以前に入学した学生については、な

お従前の例によることとするが、表Ⅲ中「教員免許(｢中･高(保健体育)｣・｢養護教諭」の両免許を取得する場

合)」に限り、平成30(2018)年度に入学した学生から適用する。

　　　附　　　則

この学則は、令和 2年4月1日から施行する。但し、令和2年度以前に入学した学生については従前の例による。

 附　　　則

この学則は、令和3年4月1日から施行する。

 附　　　則

この学則は、令和4年4月1日から施行する。但し、令和3年度以前に入学した学生については従前の例による。

 附　　　則

この学則は、令和5年4月1日から施行する。但し、令和4年度以前に入学した学生については従前の例による。

別表　関西福祉大学学則　別表
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